
共生社会の実現を推進するための
認知症基本法

認知症基本法（わかりやすい版）
（共生社会の実現を推進するための認知症基本法）

第一章 総則

（目的）
第一条 この法律は、我が国における急
速な高齢化の進展に伴い認知症である者
（以下「認知症の人」という。）が増加
している現状等に鑑み、認知症の人が尊
厳を保持しつつ希望を持って暮らすこと
ができるよう、認知症に関する施策（以

下「認知症施策」とい
う。）に関し、基本理念を定め、国、地
方公共団体等の責務を明らかにし、及び
認知症施策の推進に関する計画の策定に
ついて定めるとともに、認知症施策の基
本となる事項を定めること等により、認
知症施策を総合的かつ計画的に推進し、
もって認知症の人を含めた国民一人一人
がその個性と能力を十分に発揮し、相互
に人格と個性を尊重しつつ支え合いなが
ら共生する活力ある社会（以下「共生社
会」という。）の実現を推進することを
目的とする。

第一章 総則
（全体に関わる決まりごと）

目的（目指すこと）
第一条 この法律は、認知症の人が尊
厳（自分が自分らしくいるために大切
にしている考え方や生き方）を保ちな
がら希望を持って暮らすために、認知
症についての決まりごとをつくったり
考えたりするときの基本理念（私たち
や社会がこうあるべきだという一番大
切な考え方）を決めて、国や都道府県、
市町村の責任を明らかにします。
また、認知症に関係する法律や制度を
作ることをバラバラではなく順序よく
進めていき、そのことで、認知症の人
だけではなくみんな誰もが自分の得意
なことやできることで活躍し、認知症
の人が他の人々と互いに力を合わせ支
え合いながら、ともに暮らすことがで
きる安心で活力に満ちた社会（これを、
「共生社会」とします）を実現するこ
とを目指します。

（定義）
第二条 この法律において「認知症」と
は、アルツハイマー病その他の神経変性
疾患、脳血管疾患その他の疾患により日
常生活に支障が生じる程度にまで認知機
能が低下した状態として政令で定める状
態をいう。

（定義）
第二条 この法律で「認知症」とは、
アルツハイマー病やその他の神経や脳
の血管の病気によって、ふだんの暮ら
しで、理解や判断、あるいは記憶や言
葉などが以前より思い通りにならなく
なった状態（認知機能の低下）をいい
ます。

（基本理念）
第三条 認知症施策は、認知症の人が尊
厳を保持しつつ希望を持って暮らすこと
ができるよう、次に掲げる事項を基本理

念として行われなければならない。

基本理念（認知症を考えるときのいち
ばん基本的で大切な考え方）
第三条 認知症施策（認知症に関係す
る法律や制度）は、認知症の人が尊厳
と希望を持って暮らすことができるよ
うに、次の項目に書いたことを基本理
念として行なわなければなりません。1



一 全ての認知症の人が、基本的人権を
享有する個人として、自らの意思によっ
て日常生活及び社会生活を営むことがで
きるようにすること。

一 すべての認知症の人が、基本的人
権（人が生まれながらに持っていて、
誰からも奪われない権利）を持ってい
る個人として、その人自身の意思に
よって自分の暮らしをおくることがで
きるようにしなければなりません。

二 国民が、共生社会の実現を推進する
ために必要な認知症に関する正しい知識
及び認知症の人に関する正しい理解を深
めることができるようにすること。

二 みんな誰もが、共生社会の実現の
ために必要な認知症の正しい知識と認
知症の人についての正しい理解を深め
ることができるようにしなければなり
ません。

三 認知症の人にとって日常生活又は社
会生活を営む上で障壁となるものを除去
することにより、全ての認知症の人が、
社会の対等な構成員として、地域におい
て安全にかつ安心して自立した日常生活
を営むことができるようにするとともに、
自己に直接関係する事項に関して意見を
表明する機会及び社会のあらゆる分野に
おける活動に参画する機会の確保を通じ
てその個性と能力を十分に発揮すること
ができるようにすること。

三 認知症の人にとって自分の暮らし
にさまたげになることを取り除くこと
で、自分の住む町で安心して自立（自
分で選び決めた生き方ができること）
した生活ができるようにするだけでは
なく、認知症の人が自分の意見を述べ
ることや、社会のどんな分野にも参加
し積極的に関わることで、自分の得意
なことやできることに取り組むことが
でき、社会で活躍できるようにしなけ
ればなりません。

四 認知症の人の意向を十分に尊重しつ
つ、良質かつ適切な保健医療サービス及
び福祉サービスが切れ目なく提供される
こと。

四 認知症の人のどうしたいか、どう
するつもりかといった考えを十分に尊
重しながら、適切で良い保健医療サー
ビス（健康でいられることや病院に
行ったり医者に診てもらうこと）や福
祉サービス（必要な時に助けてもらう
こと）が、いつでもどんな時でも提供
されなければなりません。

五 認知症の人に対する支援のみならず、
その家族その他認知症の人と日常生活に
おいて密接な関係を有する者（以下「家
族等」という。）に対する支援が適切に
行われることにより、認知症の人及び家
族等が地域において安心して日常生活を
営むことができるようにすること。

五 認知症の人に対する支援だけでな
く、その家族やその他認知症の人の暮
らしに深く関わっている人（以下「家
族など」とします）に対する支援も適
切に行い、認知症の人や家族などが、
自分たちが住んでいる街で安心して日
常の暮らしができるようにしなければ
なりません。2



六 認知症に関する専門的、学際的又は
総合的な研究その他の共生社会の実現に
資する研究等を推進するとともに、認知
症及び軽度の認知機能の障害に係る予防、
診断及び治療並びにリハビリテーション
及び介護方法、認知症の人が尊厳を保持
しつつ希望を持って暮らすための社会参
加の在り方及び認知症の人が他の人々と
支え合いながら共生することができる社
会環境の整備その他の事項に関する科学
的知見に基づく研究等の成果を広く国民
が享受できる環境を整備すること。

六 認知症に関係する専門的な研究だ
けでなく、異なる分野の研究も合わせ
て共生社会の実現の力となる研究をお
し進めます。
認知症や軽度の認知機能の障害の予防
や診断、治療、リハビリテーション、
介護の方法などの研究を進めます。
認知症の人の社会参加はどうあったら
いいのか、また、認知症の人が他の
人々と支え合いながら共生することが
できる社会環境（暮らしの状態や街の
住みやすさ、居場所や人々との交流は
あるか、などの環境）をつくり利用で
きるような研究をすすめます。
こうした認知症に関わる研究を進める
中で、科学的な知識にもとづいた研究
などで分かったことやできることなど
は、誰もが広く知ることができ、自分
の生きることや暮らしのより良い力と
なるようにしなければなりません。

七 教育、地域づくり、雇用、保健、医
療、福祉その他の各関連分野における総
合的な取組として行われること。

七 教育、地域づくり、雇用、保健、
医療、福祉その他の関係する分野が互
いに関係し合った取り組みを行わなけ
ればなりません。

（地方公共団体の責務）
第五条 地方公共団体は、第三条の基本
理念にのっとり、国との適切な役割分担
を踏まえて、その地方公共団体の地域の
状況に応じた認知症施策を総合的かつ計
画的に策定し、及び実施する責務を有す
る。

地方公共団体の責務（都道府県市町村
の責任）
第五条 都道府県と市町村は、国と役
割を分けあいながら担当し、その都道
府県市町村の地域の状況に合わせて認
知症施策を各分野が互いに関係しあっ
て計画的につくり、実際に行う責任を
持ちます。

（国の責務）
第四条 国は、前条の基本理念にのっと
り、認知症施策を総合的かつ計画的に策
定し、及び実施する責務を有する。

国の責務（国の責任）
第四条 国は、前に示した第三条の基
本理念にしたがって、認知症施策（認
知症に関係する法律や制度）をどの分
野とも関わり合いながら計画的につく
り、実際に行う責任があります。
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（保健医療サービス又は福祉サービスを
提供する者の責務）

第六条 保健医療サービス又は福祉サー
ビスを提供する者は、国及び地方公共団
体が実施する認知症施策に協力するとと
もに、良質かつ適切な保健医療サービス
又は福祉サービスを提供するよう努めな
ければならない。

保健医療サービスまたは福祉サービス
を提供する者の責務

第六条 保健医療サービスまたは福祉
サービスを提供する人々は、国や都道
府県市町村が行う認知症施策に協力す
るとともに、適切で良い保健医療サー
ビスまたは福祉サービスを提供するよ
うに努力する責任があります。

（日常生活及び社会生活を営む基盤とな
るサービスを提供する事業者の責務）

第七条 公共交通事業者等（高齢者、障
害者等の移動等の円滑化の促進に関する
法律（平成十八年法律第九十一号）第二
条第五号の公共交通事業者等をいう。）、
金融機関、小売業者その他の日常生活及
び社会生活を営む基盤となるサービスを
提供する事業者（前条に規定する者を除
く。第二十三条において同じ。）は、国
及び地方公共団体が実施する認知症施策
に協力するとともに、そのサービスを提
供するに当たっては、その事業の遂行に
支障のない範囲内において、認知症の人
に対し必要かつ合理的な配慮をするよう
努めなければならない。

日常生活及び社会生活を営む基盤とな
るサービスを提供する事業者の責務
（認知症の人が働いたり住んでいる街
や会社で、生活を送る上で欠かせない
サービスを提供することを仕事として
いる人々の責任）

第七条 電車やバスなどの公共交通事
業者、銀行などの金融機関、スーパー
や商店などの小売業者その他の、認知
症の人が日常生活や社会生活を送る上
で欠かせないサービスを提供する会社
など事業者は、国などの認知症の取り
組みに協力するとともに、サービスを
提供する場合、認知症の人に対しては、
事業に支障ない限り必要な合理的配慮
（認知症の人が何か困ったり、やりづ
らいことがあれば、その人の立場に
なって必要とすることをできるように
すること）をする責任があります。

（国民の責務）
第八条 国民は、共生社会の実現を推進
するために必要な認知症に関する正しい
知識及び認知症の人に関する正しい理解
を深めるとともに、共生社会の実現に寄
与するよう努めなければならない。

国民の責務（みんなの責任）
第八条 みんな誰もが、共生社会の実
現を推し進めるために必要な認知症に
関係する正しい知識や認知症の人に関
係する正しい理解を深めるとともに、
共生社会の実現に力を尽くすよう努力
する責任があります。
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（認知症の日及び認知症月間）
第九条 国民の間に広く認知症について
の関心と理解を深めるため、認知症の日
及び認知症月間を設ける。

（認知症の日および認知症月間）
第九条 みんな誰もが広く認知症につ
いての関心と理解を深めるために、認
知症の日と認知症月間を決めることに
します。

２ 認知症の日は九月二十一日とし、認
知症月間は同月一日から同月三十日まで
とする。

３ 国及び地方公共団体は、認知症の日
においてその趣旨にふさわしい事業を実
施するよう努めるものとするとともに、
認知症月間においてその趣旨にふさわし
い行事が実施されるよう奨励しなければ

ならない。

（法制上の措置等）
第十条 政府は、認知症施策を実施する
ため必要な法制上又は財政上の措置その
他の措置を講じなければならない。

２ 認知症の日は9月21日とします。
認知症月間は9月1日から9月31日まで
とします。

３ 国や都道府県市町村は、認知症の
日や認知症月間の期間中にはその目的
や意味にふさわしい行事が行われるよ
う呼びかけなどをしなければなりませ
ん。

法制上の措置など（法律について行う
こと）
第十条 政府は、認知症施策を行うた
めに、必要な法律を新しくつくったり、
いまある法律を変えたり、お金を用意
しなければなりません。

第二章 認知症施策推進基本計画等 第二章 認知症施策推進基本計画等（国
が認知症施策を推し進めるための基本的
な計画）

（認知症施策推進基本計画）
第十一条 政府は、認知症施策の総合的
かつ計画的な推進を図るため、認知症施
策推進基本計画（以下この章及び第二十
七条において「基本計画」という。）を
策定しなければならない。

（認知症施策推進基本計画）
第十一条 政府（政治を行う機関で、
ここでは内閣と厚生労働省などの中央
官庁からなります）は、認知症施策の
全体的な取り組みを計画的に推し進め
るために、認知症施策推進基本計画
（以下、「基本計画」といいます）を
決めなければなりません。
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２ 基本計画に定める施策については、
原則として、当該施策の具体的な目標及
びその達成の時期を定めるものとする。

２ 基本計画で決める施策は、その取
り組む施策の具体的な目標や、いつま
でに目標が成し遂げられるかの時期を
決めることにします。

７ 第三項及び第四項の規定は、基本計
画の変更について準用する。

７ この３と４の項目で書かれている
ことは、基本計画を変える時にもあて
はめることにします。

４ 政府は、基本計画を策定したときは、
遅滞なく、これを国会に報告するととも
に、インターネットの利用その他適切な
方法により公表しなければならない。

４ 政府は、基本計画を決めた時には、
遅れることなくこれを国会に報告する
とともに、インターネットなどや他の
適切な方法で、これを報告しなければ
なりません。

３ 内閣総理大臣は、基本計画の案につ
き閣議の決定を求めなければならない。

３ 内閣総理大臣は、基本計画の案に
ついては閣議の決定（関係する大臣と
話し合いながら決めること）をしても
らわなくてはなりません。

５ 政府は、適時に、第二項の規定によ
り定める目標の達成状況を調査し、その
結果をインターネットの利用その他適切
な方法により公表しなければならない。

５ 政府は、２の項目で示されている
ように、目標がどこまで進んでいるの
かなどを調べて、その結果をインター
ネットなどで公表しなければなりませ
ん。

６ 政府は、認知症に関する状況の変化
を勘案し、及び認知症施策の効果に関す
る評価を踏まえ、少なくとも五年ごとに、
基本計画に検討を加え、必要があると認
めるときには、これを変更しなければな
らない。

６ 政府は、認知症に関係するその時
その時の社会のありさまや人々の意識
の変化をみてとり、認知症施策がどれ
だけ効果を上げたのかなどを評価し、
少なくとも5年ごとに基本計画につい
て検討し、必要だと思われる時には、
基本計画を変えなければなりません。
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（都道府県認知症施策推進計画）

第十二条 都道府県は、基本計画を基本
とするとともに、当該都道府県の実情に
即した都道府県認知症施策推進計画（以
下この条及び次条第一項において「都道
府県計画」という。）を策定するよう努
めなければならない。

都道府県認知症施策推進計画
（都道府県が認知症施策を推し進める
ための計画）

第十二条 都道府県は、国の基本計画
にもとづいて、それぞれの都道府県の
認知症の人のことを考えて認知症の取
り組みを推し進めるための計画（都道
府県計画）をつくらなければなりませ
ん。

５ 都道府県は、適時に、都道府県計画
に基づいて実施する施策の実施状況の評
価を行い、その結果をインターネットの
利用その他適切な方法により公表するよ
う努めなければならない。

５ 都道府県は、都道府県計画に基づ
いて行う施策の実施状況の評価を行
なって、その結果をインターネットな
どで公表しなければなりません。

２ 都道府県計画は、認知症施策に関連
する事項を定めるものと調和が保たれた
ものでなければならない。

２ 都道府県計画は、他の認知症の
様々な取り組みと調和が保たれたもの
でなければなりません。

３ 都道府県は、都道府県計画の案を作
成しようとするときは、あらかじめ、認
知症の人及び家族等の意見を聴くよう努
めなければならない。

３ 都道府県は、都道府県計画を作ろ
うとするときには、あらかじめ、認知
症の人や家族などの意見をよく聴くよ
うにしなければなりません。

４ 都道府県は、都道府県計画を策定し
たときは、遅滞なく、これをインター
ネットの利用その他適切な方法により公
表するよう努めなければならない。

４ 都道府県は、都道府県計画をつ
くったときは、遅れることなく、これ
をインターネットなどで公表しなけれ
ばなりません。

６ 都道府県は、当該都道府県における
認知症に関する状況の変化を勘案し、及
び当該都道府県における認知症施策の効
果に関する評価を踏まえ、少なくとも五
年ごとに、都道府県計画に検討を加え、
必要があると認めるときには、これを変
更するよう努めなければならない。

６ 都道府県は、認知症に関わる状況
の変化を考え合わせ、認知症施策の効
果がどれほどなのかを評価し、少なく
とも5年ごとに計画に検討を加えて、
必要なら計画を変更しなければなりま
せん。
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（市町村認知症施策推進計画）

第十三条 市町村（特別区を含む。以下
この項において同じ。）は、基本計画
（都道府県計画が策定されているときは、
基本計画及び都道府県計画）を基本とす
るとともに、当該市町村の実情に即した
市町村認知症施策推進計画（次項及び第
三項において「市町村計画」という。）
を策定するよう努めなければならない。

市町村認知症施策推進計画
（市町村が認知症施策を推し進めるた
めの計画）

第十三条 市町村は、国の基本計画や
都道府県での計画を基本としながら、
自分たちの市町村の認知症の人のこと
を考えて認知症の取り組みを推し進め
るための計画（市町村計画）をつくら
なければなりません。

２ 市町村計画は、社会福祉法第百七条
第一項に規定する市町村地域福祉計画、
老人福祉法第二十条の八第一項に規定す
る市町村老人福祉計画、介護保険法第百
十七条第一項に規定する市町村介護保険
事業計画その他の法令の規定による計画
であって認知症施策に関連する事項を定
めるものと調和が保たれたものでなけれ
ばならない。

２ 市町村計画は、他の認知症の様々
な取り組みと調和が保たれたものでな
ければなりません。

（認知症の人に関する国民の理解の増進
等）

第十四条 国及び地方公共団体は、国民
が、共生社会の実現を推進するために必
要な認知症に関する正しい知識及び認知
症の人に関する正しい理解を深めること
ができるよう、学校教育及び社会教育に
おける認知症に関する教育の推進、認知
症の人に関する正しい理解を深めるため
の運動の展開その他の必要な施策を講ず
るものとする。

認知症の人に関する国民の理解の増進
等
（みんな誰もが、認知症の人が関係す
ることがらの正しい理解を深めるこ
と）

第十四条 国や都道府県市町村は、み
んな誰もが、認知症の人とともに共生
社会を作るために必要な認知症の正し
い知識や、認知症の人に対する正しい
理解を深めることができるように、学
校や、街や企業など社会でも認知症に
ついての教育を推し進め、そのための
運動を広めるための取り組みをします。

第三章 基本的施策 第三章 基本施策（認知症の人に関わる
基本的な取り組み）
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（認知症の人の生活におけるバリアフ
リー化の推進）

第十五条 国及び地方公共団体は、認知
症の人が自立して、かつ、安心して他の
人々と共に暮らすことのできる安全な地
域づくりの推進を図るため、移動のため
の交通手段の確保、交通の安全の確保、
地域において認知症の人を見守るための
体制の整備その他の必要な施策を講ずる
ものとする。

認知症の人の生活におけるバリアフ
リー化の推進
（認知症の人が街に出かけたり買い物
をしたりすることをバリアフリーにす
ること）

第十五条 国や都道府県市町村は、認
知症の人が自立し、他の人々とともに
安心安全に暮らすまちづくりを進める
ために、買い物など行きたいところへ
の交通の手段を図るために必要なこと
を考え、実際に行うようにします。

（認知症の人の社会参加の機会の確保
等）

第十六条 国及び地方公共団体は、認知
症の人が生きがいや希望を持って暮らす
ことができるよう、認知症の人が自らの
認知症に係る経験等を共有することがで
きる機会の確保、認知症の人の社会参加
の機会の確保その他の必要な施策を講ず
るものとする。

認知症の人の社会参加の機会の確保等
（認知症の人が他の人々と交流や活動
をし、発信をし、あるいは働くなど、
社会に参加できるようにすること）

第十六条 国や都道府県市町村は、認
知症の人が生きがいや希望を持って暮
らすことができるよう、認知症の人が
自分の認知症に関わる経験を語るなど、
社会参加の機会を確保できるようにし
ます。

２ 国及び地方公共団体は、認知症の人
が自立した日常生活及び社会生活を営む
ことができるよう、国、地方公共団体、
事業者及び民間団体等の密接な連携の下
に、認知症の人にとって利用しやすい製
品及びサービスの開発及び普及の促進、
事業者が認知症の人に適切に対応するた
めに必要な指針の策定、民間における自
主的な取組の促進その他の必要な施策を
講ずるものとする。

２ 国や都道府県市町村は、認知症の
人の自立した暮らしのために、認知症
の人が使いやすい製品やサービスの開
発と普及を進めることや、スーパーや
銀行、店舗などの事業者が窓口やレジ
などで、認知症の人を困らせたり、使
いづらさに対応するために必要なこと
を事業者たちに示す他、NPOなどの民
間の取り組みなどを進めるために必要
なことを考え、実行することとします。
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２ 国及び地方公共団体は、若年性認知
症の人（六十五歳未満で認知症となった
者をいう。以下この項において同じ。）
その他の認知症の人の意欲及び能力に応
じた雇用の継続、円滑な就職等に資する
よう、事業主に対する若年性認知症の人
その他の認知症の人の就労に関する啓発
及び知識の普及その他の必要な施策を講
ずるものとする。

２ 国や都道府県市町村は、若年性認
知症の人（65歳未聞で認知症となった
人をいいます）や、その他の認知症の
人のやりたいことやできることに応じ
て就職などができるよう、雇い主の事
業者に対して若年性認知症の人や認知
症の人の就労についての啓発（これま
で知らなかったりわかっていなかった
ことに気づき、わかってもらうこと）
や知識を広めるなどの必要な施策を行
うこととします。

（認知症の人の意思決定の支援及び権
利利益の保護）

第十七条 国及び地方公共団体は、認知
症の人の意思決定の適切な支援及び権利
利益の保護を図るため、認知症の人の意
思決定の適切な支援に関する指針の策定、
認知症の人に対する分かりやすい形での
情報提供の促進、消費生活における被害
を防止するための啓発その他の必要な施
策を講ずるものとする。

認知症の人の意思決定の支援及び権利
利益の保護
（認知症の人の意思決定の支援と、本
人だけのものである権利の利益を守る
こと）

第十七条 認知症の人があることを決
めるとき、判断することに迷ったり難
しく思うときには、本人に必要な情報
を提供して、本人の意思を引き出すな
どをして本人で決めるための支援をし
ます。また、たとえば、認知症の人の
個人情報など、本人だけのものである
大切な情報という利益を保護し、情報
の間違った取扱いによって消費者問題
などで被害を受けないように、権利利
益の保護についての啓発などの必要な
施策を行うことにします。
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（保健医療サービス及び福祉サービスの
提供体制の整備等）

第十八条 国及び地方公共団体は、認知
症の人がその居住する地域にかかわらず
等しくその状況に応じた適切な医療を受
けることができるよう、認知症に係る専
門的な医療又は認知症の人の心身の状況
に応じた良質かつ適切な認知症の人に対
する医療の提供等を行う医療機関の整備
その他の医療提供体制の整備を図るため
に必要な施策を講ずるものとする。

保健医療サービス及び福祉サービスの
提供体制の整備等
（健康に関わることや病院に行ったり
医者に見てもらうことの体制をしっか
りとしたものにすること）

第十八条 国や都道府県市町村は、認
知症の人がどこに住んでいるかにかか
わらず、誰もが同じ適切な医療を受け
ることができるよう、認知症の専門の
医療や、認知症の人の心や身体の具合
に応じた良質で適切な医療を提供する
病院などの医療機関を充実させる他、
在宅医療などその他の医療提供体制も
充実させるために必要な取り組みを考
え、行うこととします。

２ 国及び地方公共団体は、認知症の人
に対し良質かつ適切な保健医療サービス
及び福祉サービスを適時にかつ切れ目な
く提供するため、地域における医療及び
介護の総合的な確保の促進に関する法律
（平成元年法律第六十四号）第二条第一
項に規定する地域包括ケアシステムを構
築することを通じ、保健及び医療並びに
福祉の相互の有機的な連携の確保その他
の必要な施策を講ずるものとする。

２ 国や都道府県市町村は、各地の地
域包括ケアシステムを通じて、保健、
医療、福祉の各分野が互いにつながり
合い協力し合いながら、認知症の人へ
の質の良い適切な保健医療サービスや
福祉サービスをいつでもどこでも使え
るように必要な施策を考え、行うこと
とします。

３ 国及び地方公共団体は、個々の認知
症の人の状況に応じた良質かつ適切な保
健医療サービス及び福祉サービスが提供
されるよう、認知症の人の保健、医療又
は福祉に関する専門的知識及び技術を有
する人材の確保、養成及び資質の向上そ
の他の必要な施策を講ずるものとする。

３ 国や都道府県市町村は、認知症の
人ひとりひとりに合った保健医療サー
ビスや福祉サービスが提供されるよう
に、認知症の人の保険、医療、福祉に
関する専門の知識や技術を持っている
人材の確保や養成や研修など必要な施
策を考え、行うこととします。
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（相談体制の整備等）

第十九条 国及び地方公共団体は、関係
機関及び民間団体相互の有機的連携の下
に、認知症の人又は家族等からの各種の
相談に対し、個々の認知症の人の状況又
は家族等の状況にそれぞれ配慮しつつ総
合的に応ずることができるようにするた
め必要な体制の整備を図るものとする。

相談体制の整備等
（困ったときに相談できる場所や人が
いるようにすること）

第十九条 国や都道府県市町村は、保
健所や社協、病院などの関係機関や、
介護事業所や家族の会などの民間団体
と互いにしっかりつながり合いながら、
認知症の人や家族などからの様々な相
談にあたります。その際には認知症の
人や家族などひとりひとりの事情や思
いに心を配って相談にあたることがで
きるように必要な仕組みをつくること
にします。

２ 国及び地方公共団体は、認知症の人
又は家族等が孤立することのないよう、
認知症の人又は家族等が互いに支え合う
ために交流する活動に対する支援、関係
機関の紹介その他の必要な情報の提供及
び助言その他の必要な施策を講ずるもの
とする。

２ 国や都道府県市町村は、認知症の
人や家族などが孤立することがないよ
うに、認知症の人、または家族が互い
に支え合うために交流する活動を支援
し、必要な情報の提供や助言をするこ
ととします。

（研究等の推進等）

第二十条 国及び地方公共団体は、認知
症の本態解明、認知症及び軽度の認知機
能の障害に係る予防、診断及び治療並び

にリハビリテーション及び介護方法その
他の事項についての基礎研究及び臨床研
究の推進並びにその成果の普及のために
必要な施策を講ずるものとする。

研究等の推進等
（認知症に関係する様々な視点からの
研究を推し進めること）

第二十条 国や都道府県市町村は、認
知症の本態解明、認知症と軽度の認知
機能の障害の予防、診断、治療、リハ
ビリテーション、介護、その他の事柄
の基礎研究や臨床研究を推し進め、ま
たその成果の普及のための必要な施策
を行うこととします。

２ 国及び地方公共団体は、認知症の人
が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らす
ための社会参加の在り方、認知症の人が
他の人々と支え合いながら共生すること
ができる社会環境の整備その他の事項に

ついての調査研究及び検証並びにその成
果の活用のために必要な施策を講ずるも
のとする。

２ 国と都道府県市町村は、認知症の
人の社会参加はどうあったらいいのか
ということや、認知症の人が他の人々
と支え合いながら共生することができ
る社会をつくるための調査研究をし、
また、調査の結果を検証し、またその
成果を生かすための必要な施策を考え、
行うこととします。12



３ 国は、共生社会の実現に資する研究
等の基盤を構築するため、官民の連携を
図るとともに、全国的な規模の追跡調査
の実施の推進、治験の迅速かつ容易な実
施のための環境の整備、当該研究等への
認知症の人及び家族等の参加の促進、当
該研究等の成果の実用化のための環境の
整備、当該研究等に係る情報の蓄積、管
理及び活用のための基盤の整備その他の
必要な施策を講ずるものとする。

３ 国は、共生社会の実現の力となる
研究のために、官民の連携（国と民間
の企業などが同じ目的を目指して協力
しあうこと）をして、共生社会がどれ
だけ進んだのか、その進み方を全国で
調べることにします。医療の分野では、
認知症の薬などの治験（開発中の薬を
人間を対象にして効き目を試験するこ
と）を進めるようにし、その治験に認
知症の人や家族などの参加をうながす
ようにします。また、こうした研究の
成果を実用化するための環境を整える
など、必要な施策を考え、行うことと
します。

（認知症の予防等）

第二十一条 国及び地方公共団体は、希
望する者が科学的知見に基づく適切な認
知症及び軽度の認知機能の障害の予防に
取り組むことができるよう、予防に関す
る啓発及び知識の普及並びに地域におけ
る活動の推進、予防に係る情報の収集そ
の他の必要な施策を講ずるものとする。

認知症の予防等（認知症の予防に関わ
る取り組みについて）

第二十一条 国や都道府県市町村は、
希望する人が、科学的知識と経験にも
とづく認知症や軽度の認知機能の障害
の予防に取り組むことができるように、
予防に関わる啓発や知識を広め、地域
での予防の活動を進めることや予防に
関係する情報を集めるなどの必要な施
策を考え、行うこととします。

２ 国及び地方公共団体は、認知症及び
軽度の認知機能の障害の早期発見、早期
診断及び早期対応を推進するた
め、介護保険法第百十五条の四十六第一
項に規定する地域包括支援センター、医
療機関、民間団体等の間における連携協
力体制の整備、認知症及び軽度の認知機
能の障害に関する情報の提供その他の必
要な施策を講ずるものとする。

２ 国や都道府県市町村は、認知症や
軽度の認知機能の障害の早期発見、早
期診断と早期対応を進めるため、地域
包括支援センターや病院、家族の会な
どの民間団体と協力し合いながら、認
知症や軽度の認知機能の障害に関係す
る情報の提供など必要な施策を行うこ
ととします。
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３ 国は、共生社会の実現に資する研究
等の基盤を構築するため、官民の連携を
図るとともに、全国的な規模の追跡調査
の実施の推進、治験の迅速かつ容易な実
施のための環境の整備、当該研究等への
認知症の人及び家族等の参加の促進、当
該研究等の成果の実用化のための環境の
整備、当該研究等に係る情報の蓄積、管
理及び活用のための基盤の整備その他の
必要な施策を講ずるものとする。

３ 国は、共生社会の実現の力となる
研究のために、官民の連携（国と民間
の企業などが同じ目的を目指して協力
しあうこと）をして、共生社会がどれ
だけ進んだのか、その進み方を全国で
調べることにします。医療の分野では、
認知症の薬などの治験（開発中の薬を
人間を対象にして効き目を試験するこ
と）を進めるようにし、その治験に認
知症の人や家族などの参加をうながす
ようにします。また、こうした研究の
成果を実用化するための環境を整える
など、必要な施策を考え、行うことと
します。

（認知症の予防等）

第二十一条 国及び地方公共団体は、希
望する者が科学的知見に基づく適切な認
知症及び軽度の認知機能の障害の予防に
取り組むことができるよう、予防に関す
る啓発及び知識の普及並びに地域におけ
る活動の推進、予防に係る情報の収集そ
の他の必要な施策を講ずるものとする。

認知症の予防等（認知症の予防に関わ
る取り組みについて）

第二十一条 国や都道府県市町村は、
希望する人が、科学的知識と経験にも
とづく認知症や軽度の認知機能の障害
の予防に取り組むことができるように、
予防に関わる啓発や知識を広め、地域
での予防の活動を進めることや予防に
関係する情報を集めるなどの必要な施
策を考え、行うこととします。

２ 国及び地方公共団体は、認知症及び
軽度の認知機能の障害の早期発見、早期
診断及び早期対応を推進するた
め、介護保険法第百十五条の四十六第一
項に規定する地域包括支援センター、医
療機関、民間団体等の間における連携協
力体制の整備、認知症及び軽度の認知機
能の障害に関する情報の提供その他の必
要な施策を講ずるものとする。

２ 国や都道府県市町村は、認知症や
軽度の認知機能の障害の早期発見、早
期診断と早期対応を進めるため、地域
包括支援センターや病院、家族の会な
どの民間団体と協力し合いながら、認
知症や軽度の認知機能の障害に関係す
る情報の提供など必要な施策を行うこ
ととします。
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（認知症施策の策定に必要な調査の実
施）

第二十二条 国は、認知症施策を適正に
策定し、実施し、及び評価するため、必
要な調査の実施及び当該調査に必要な体
制の整備を図るものとする。

認知症施策の策定に必要な調査の実施
（認知症に関わる法律や制度をつくる
ために必要な調査を行うこと）

第二十二条 国は、認知症に関わる法
律や制度を適正につくり、それに基づ
いて実際に取り組みを進め、そのこと
の評価をするための調査をするなど、
それに必要な仕組みをつくることにし
ます。

（多様な主体の連携）

第二十三条 国は、国、地方公共団体、
保健医療サービス又は福祉サービスを提
供する者、日常生活及び社会生活を営む
基盤となるサービスを提供する事業者等
の多様な主体が相互に連携して認知症施
策に取り組むことができるよう必要な施
策を講ずるものとする。

多様な主体の連携
（認知症の取り組みを進めるため、認
知症に関わる様々な役割を持つ中心的
な団体や役所などが密接に連絡を取り
合うこと）

第二十三条 国は、認知症の人が普段
の暮らしを送るために欠かせない役割
を持つ国、都道府県市町村をはじめと
して、保険医療や福祉のサービスを提
供する多様な主体（それぞれの役割の
中心）が、互いに密接につながり合い
ながら認知症の取り組みにあたるよう
にします。

（地方公共団体に対する支援）

第二十四条 国は、地方公共団体が実施
する認知症施策を支援するため、情報の
提供その他必要な施策を講ずるものとす
る。

地方公共団体に対する支援
（都道府県市町村への支援）

第二十四条 国は、都道府県市町村が
行う認知症施策を支援するため、情報
の提供やその他必要な施策を考え、行
うことにします。

（国際協力）

第二十五条 国は、認知症施策を国際的
協調の下に推進するため、外国政府、国
際機関又は関係団体等との情報の交換そ
の他必要な施策を講ずるものとする。

国際協力（世界の国々や人々と協力し
あうこと）

第二十五条 国は、認知症施策を世界
の国々や関係する機関と協力しながら
進めるため、世界の国の政府や世界の
認知症の団体などと情報の交換など必
要な取り組みを進めていきます。15



（設置）

第二十六条 認知症施策を総合的かつ計
画的に推進するため、内閣に、認知症施
策推進本部（以下「本部」という。）を
置く。

設置（本部をどこに置くのか）

第二十六条 認知症に関わる施策を計
画的に推し進めるため、内閣（内閣総
理大臣と各大臣が話し合って、この国
の政治について決めるところ）に、認
知症施策推進本部（以下「本部」とい
います）を置きます。

（所掌事務）

第二十七条 本部は、次に掲げる事務を
つかさどる。
一 基本計画の案の作成及び実施の推進
に関すること。
二 関係行政機関が基本計画に基づいて
実施する施策の総合調整及び実施状況の
評価に関すること。
三 前二号に掲げるもののほか、認知症
施策で重要なものの企画及び立案並びに
総合調整に関すること。

所掌事務（本部の主な仕事）

第二十七条 本部は次に書かれた仕事
をします。
一 基本計画の案をつくり実行します。
二 国や都道府県市町村が基本計画に
基づいて認知症に関わる取り組みや活
動を行い、また、その評価をします。
三 認知症施策で重要な取り組みの企
画や立案をします。

２ 本部は、次に掲げる場合には、あら
かじめ、認知症施策推進関係者会議の意
見を聴かなければならない。
一 基本計画の案を作成しようとすると
き。
二 前項第二号の評価について、その結
果の取りまとめを行おうとするとき。

２ 本部は、次の場合にはあらかじめ、
認知症施策推進関係者会議の意見を聞
かなければなりません。
一 基本計画の案をつくるとき。
二 基本計画の結果を取りまとめる時。

第四章 認知症施策推進本部 第四章 認知症施策推進本部（認知症の
基本計画をつくり実行するための本部）

３ 前項（第一号に係る部分に限る。）
の規定は、基本計画の変更の案の作成に
ついて準用する。

（組織）

第二十八条 本部は、認知症施策推進本
部長、認知症施策推進副本部長及び認知
症施策推進本部員をもって組織する。 16



（認知症施策推進副本部長）

第三十条 本部に、認知症施策推進副本
部長（次項及び次条第二項において「副
本部長」という。）を置き、内閣官房長
官、健康・医療戦略推進法（平成二十六
年法律第四十八号）第二十四条第一項に
規定する健康・医療戦略担当大臣及び厚
生労働大臣をもって充てる。

２ 副本部長は、本部長の職務を助ける。

（認知症施策推進関係者会議）

第三十三条 本部に、第二十七条第二項
（同条第三項において準用する場合を含
む。）に規定する事項を処理するため、
認知症施策推進関係者会議（次条におい
て「関係者会議」という。）を置く。

第三十四条 関係者会議は、委員二十人
以内で組織する。

２ 関係者会議の委員は、認知症の人及
び家族等、認知症の人の保健、医療又は
福祉の業務に従事する者その他関係者の
うちから、内閣総理大臣が任命する。

３ 関係者会議の委員は、非常勤とする。

（認知症施策推進関係者会議）

第三十三条 本部に、認知症施策推進
関係者会議（次からは、「関係者会
議」とします）を置きます。

第三十四条 関係者会議は、20人以内
の委員でつくります。

２ 関係者会議の委員は、認知症の人
と家族などや、認知症の人の相談や介
護、診療などの保険、医療、福祉の仕
事にあたる人々とその他の関係者の中
から、内閣総理大臣が任命します。

３ 関係者会議の委員は、必要に応じ
て集まる非常勤とします。

（認知症施策推進本部長）

第二十九条 本部の長は、認知症施策推
進本部長（以下「本部長」という。）と
し、内閣総理大臣をもって充てる。

２ 本部長は、本部の事務を総括し、所
部の職員を指揮監督する。

（認知症施策推進本部長）

第二十九条 本部の責任者は、認知症
施策推進本部長（以下「本部長」とい
います）とし、内閣総理大臣がその役
割にあたります。

２ 本部長は、本部の仕事を取りまと
め、本部メンバーの指揮と監督をしま
す。
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附 則 附則（その他、付け加えること）

（施行期日）

１ この法律は、公布の日から起算して
一年を超えない範囲内において政令で定
める日から施行する。

施行期日
（この法律の効力が発生する日）

１ この法律は、公布の日から数えて、
一年以内に政令（政府が出す命令）で
決めた日から効力を持ちます。

（検討）

２ 本部については、この法律の施行後
五年を目途として総合的な検討が加えら
れ、その結果に基づいて必要な措置が講
ぜられるものとする。

検討
（この法律についてなお必要だと思わ
れること）

２ 認知症施策を進めるための内閣に
置かれた認知症施策推進本部（「本
部」といいます）は、この法律を施行
して5年を目途として改めて総合的な
議論がされ、その結果に基づいて必要
な具体策を考えます。３ 前項に定める事項のほか、国は、こ

の法律の施行後五年を目途として、この
法律の施行の状況について検討を加え、
必要があると認めるときは、その結果に
基づいて所要の措置を講ずるものとする。

３ その他、国は、この法律が施行さ
れてから5年を目途にして、この法律
が実際に行われて、認知症の人や街や
社会がどう変わったのか変わらないの
かを検討し、必要なら新たな具体策を
考え、行うこととします。法案提出理由

我が国における急速な高齢化の進展に伴
い認知症の人が増加している現状等に鑑
み、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望
を持って暮らすことができるよう、認知
症施策に関し、基本理念を定め、国、地
方公共団体等の責務を明らかにし、及び
認知症施策の推進に関する計画の策定に
ついて定めるとともに、認知症施策の基
本となる事項を定めること等により、認
知症施策を総合的かつ計画的に推進し、
もって認知症の人を含めた国民一人一人
がその個性と能力を十分に発揮し、相互
に人格と個性を尊重しつつ支え合いなが
ら共生する活力ある社会の実現を推進す
る必要がある。これが、この法律案を提
出する理由である。

（福祉ジャーナリスト 町永俊雄作成）
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